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企業概要
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【富士フイルムシステムサービス】

1,229自治体
（全国シェア約70%）

589自治体
（全国シェア42.4%）

31自治体

245自治体

178自治体

【富士フイルムグループ】

戸籍ソリューション
戸籍電算システム構築等

コンビニエンスストア
証明発行システム
平成22年2月2日より開始

アウトソーシングソリューション
業務の専門性や品質管理に特化したサービス

デジタル窓口ソリューション
窓口における各種手続きのデジタル化

防災・減災DXソリューション
罹災証明交付迅速化への取り組みとして、
画像処理技術と独自のアルゴリズムにより、
迅速な被害状況把握と計画策定をご支援

実務担当者の知見を
ソリューションへ反映先進・独自の技術力 ×
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→動画はこちら

Digi田甲子園2023_内閣総理大臣賞受賞



・災害が増加傾向になるなか、罹災証明書交付の遅れが生活再建の遅れに直結
・発災の都度、発行の遅れが報道され社会問題化

4

罹災証明書交付遅延の問題

申請6千件超、罹災証明発行まだ50件 秋
田市陳謝「ノウハウなく」

発災直後は避難所の運営、その後は被災家屋の
把握に職員を充てたとし、「（申請件数に対し）
作業が追いついていなかった」と釈明した。市資
産税課は「これほどの災害は経験がなく、事務手
続きのノウハウを持っている職員がいなかった」
と述べた。
（引用：朝日新聞）

罹災証明書発行できず 生活再建に影 福
島

自治体が発行する罹災証明書だが、認定には職員
が目視で建物を確認する必要がある。台風１９号
に続き２１号でも被害が出たことで職員が対応に
追われ、まだ発行できたケースはない。担当者は
「１１月中には発行を開始したい」と話す。
（引用：産経新聞）

【記録的大雨（2023年）】 【台風19号・20号（2019年）】 【熊本地震（2016年）】

東北で災害ごみ処理や罹災証明書発行に遅
れ
台風19号から1カ月
自治体から罹災（りさい）証明が受けられず、

公的支援を受けられないままの被災者も多い。復
旧には想像以上の時間を要しそうだ。
（引用：日本経済新聞）

【熊本地震】進まぬ罹災証明書の発行 申
請殺到で職員は現地調査・対応に忙殺され
る

「５月中の発行を目指す」
罹災証明書の発行が本格化した５月１７日の時

点でも、発行可能な罹災証明書が約７４００件。
熊本市は「５月中の発行を目指す」としています
が、すべての申請に対してスムーズな罹災証明書
の発行ができていないのが現状です。
（引用：grape）

熊本地震の罹災証明申請、4万7千件超 職
員不足で発行に遅れ
発行には建物被害の現地調査が必要だが、職員

数が足りず追いついていない。県外からの応援を
含め、最大120人ほどがあたる予定。それでも
「すべて終えるには1カ月程度かかる見通し」
（担当者）という。
（引用：日本経済新聞） 4



能登半島地震における実状
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引用元:朝日新聞デジタル「輪島市で職員の約8割「過労死ライン」超え 被災自治体の過酷な実態」より
引用元:朝日新聞デジタル「能登半島地震対応の石川県職員、4分の1が「過労死ライン」超え」より

※時間外148時間は、平日深夜0時までを20日間従事した時間に相当
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なぜ、交付が遅れるのか︖

被害認定調査に時間がかかる

引用：内閣府「大規模災害時における住家被害認定業務の実施体制整備のあり方について」

被災状況の
全容把握

応援職員
要請調査資料の

事前準備

調査結果の
バラツキ

2次調査
・再調査の

増加
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FUJIFILM Holdings Corporation

ソリューション開発の経緯・歩み
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広島県尾道市様
実証実験開始

(リモートセンシング)

2020年春

2021年8月

10月

熊本県益城町様
共同研究開始

(地震)

2022年4月

大分県日田市様
佐賀県武雄市様
熊本県八代市様
愛知県豊橋市様
共同研究開始

2023年6月1日

4月1日

2024年3月

「被災状況可視化機能」
「自己判定申請受付機能」
「罹災証明書出力機能」

提供開始

東京都葛飾区様
可能性模索開始

(地震)

罹災証明迅速化
ソリューション

「被害調査統合システム」
「家屋被害判定アプリ」

提供開始

10月

福島県福島市様

共同研究を開始
（共同研究協定を締結）

2024年7月24日

被災者支援
ソリューション

「生活再建支援ナビ」

提供開始

11月

大分県日田市様
共同研究開始

(水害)

日田市よりスタートしたソリューションは、新たに被災者台帳を加え
トータルでのサービス提供が可能となりました。



FUJIFILM Holdings Corporation

罹災証明迅速化ソリューション

88

・被災状況の把握
・調査の意思決定の迅速化
・調査対象の削減

ドローンや衛星
＋センサー連携
による被災状況
の把握被災状況
判定結果画像

【情報収集】

【分析・判断】
マスキング済の撮影
全域が映った画像

被災家屋スクリーニング
・家屋一軒ごとの抽出
・位置の特定（緯度経度）
・被災度簡易判定

被災度判定結果（AI）
[全壊 or それ以外］

被災状況
インフラ

被災者支援システム
リモートセンシング情報取得（スクリーニングシステム）

住家被害
判定結果

家屋被害判定アプリ

判定結果
進捗

・調査時間の短縮

自治体職員による現地調査

自治体職員・応援職員

【事前準備・現地調査】

遠隔判定（今後実装予定）

地域住民

遠隔判定方式

住民による調査（実装済み）
自己判定方式

遠隔自治体応援職員

被害調査統合システム
・状況に合わせたアクションプラン
・調査計画
・調査管理モニタリング

危機管理室
【被災状況モニタリング】

応急危険度判定 一次審査
危険

その他

全壊

無事・一部損壊
不明

半壊

調査進捗率、調査日数な
どを一目で把握

進捗に応じ受援計画、班編
成、調査範囲をシミュレー
ション・変更

住民からの罹災証明書交付申請受付情報と連
携し、独自のアルゴリズムで調査計画を自動
策定。

目標の日数、調査員の人数、対象家屋の件数
から調査計画を自動策定

タブレットへ入力した調査結果
から損害割合を自動算出。調査
票、地図、損壊程度例示などは
デジタル化されアプリの中に含
まれているため、事前準備はほ
ぼ不要

ＡＩ解析により被災状況を選別、罹災証明発行までの調査計画と実行の効率化を図ります



実際の計測実績（大分県日田市様）

申請受付 調査計画
策定

調査班
編成

調査指
示

進捗管
理

プ
ロ
セ
ス

現地調査 内容確認
決裁

時
間
削
減
効
果

47%
削減

前 38時間

・

65%
削減

調査
準備

データ
整理

59%
削減

56時間 7時間 115時間 62時間 200時間 113時間 38時間
20時間 7時間 3時間 41時間 25時間 163時間 0時間 13時間

88%
削減 59%

削減

19%
削減 100

%
削減

67%
削減

後

合計；取組前627時間→取組後270時間＝57%の効果

工程毎の改善効果
罹災証明迅速化ソリューション 日田市令和5年7月10日の大雨における効果測定。

導入前は令和2年7月豪雨当時の作業時間より推計。
対象棟数︓150棟/調査日数︓10日
取組前はデータ整理を中心に2名応援職員が追加必要。

取
組

費用感にすると、削減時間356時間×約3,900円（45歳平均時給）＝約1,400,000円のコスト削減効果 9



大規模災害における調査計画策定および管理の負担
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申請受付 調査計画
策定

調査班
編成

調査指示
進捗管理

プ
ロ
セ
ス

現地調査 内容確認
決裁

時
間
削
減
効
果

47%
削減

前 38時間

・

65%
削減

調査
準備

データ
整理

59%
削減

56時間 7時間 115時間 62時間 200時間 113時間 38時間
20時間 7時間 3時間 41時間 25時間 163時間 0時間 13時間

88%
削減 59%

削減

19%
削減 100%

削減

67%
削減

後

合計；取組前627時間→取組後270時間＝57%の効果

工程毎の改善効果
罹災証明迅速化ソリューション 日田市令和5年7月10日の大雨における効果測定。

導入前は令和2年7月豪雨当時の作業時間より推計。
対象棟数︓150棟/調査日数︓10日
取組前はデータ整理を中心に2名応援職員が追加必要。

取
組

費用感にすると、削減時間356時間×約3,900円（45歳平均時給）＝約1,400,000円のコスト削減効果

災害の規模が大きくなるほど
マネジメント部分の負担が増加する
マンパワーでは限界がある。
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🄫 FUJIFILM System Services Corp.

〇滋賀県米原市様

主なサポート内容(一部抜粋)

〇愛媛県愛南町様

■災害時の緊急対応
必要なタイミングで必要な
支援を検討し実行

■現地支援
現地でのシステム周りの設定
登録支援

■遠隔支援（オンライン）
メールやオンラインMTGに
よるFAQやお困りごとへの
支援対応

■防災訓練時の操作研修支援
関連部門の職員様向け
※人事異動時に研修実施

■オンライン研修
オンラインミーティングに
操作方法のご案内

■バージョンアップ説明
ドキュメントやオンライン
研修によるご説明

導入時
システム操作説明

導入前
発災時支援

導入後
定期的な操作研修

導入後
発災時操作研修

〇大分県日田市様

■発災時の無償支援
住民様のため、罹災証明を
早期交付を目指し、システ

ム
提案、関係部門調整。

■緊急システム構築
発災後利用いただける環境
構築。庁内説明実施。

■操作に係る研修・現場同行
慣れるまでの間、現場同行

し
職員様をサポート。

〇愛媛県宇和島市様

■システム全般に係る研修
システムの位置づけや構成
についてのご案内

■デモ環境を利用した操作研
修
集合研修や個別質問対応
デモ環境なので失敗しても
安心。

■動画による紹介
操作動画によるご紹介

ユーザー会や研究会を通じてノウハウ蓄積と災害時対応の情報提供しております
11



FUJIFILM Holdings Corporation

2025年8月10日からの熊本県大雨災害支援

熊本県第7回災害対策本部会議資料︓
https://www.pref.kumamoto.jp/uploaded/life/244826_717221_misc.pdf

■熊本県第7回災害対策本部会議資料

8月10〜11日

12日
13〜29日

9月 1日〜5日

熊本県内で記録的な大雨発生
当社内での情報収集開始
システム構築開始、県へ支援の申入れ
現地での支援開始/コールセンター開設
コールセンター延長運用

【災害対応経過】

システム導入のみならず、運用フォローも含めて九州全体の支援に貢献してまいります
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🄫 FUJIFILM System Services Corp.

2025年12月8日発生の青森県東方沖地震
■青森県 八戸市

https://news.ntv.co.jp/n/rab/category/society/ra4f274b543159403fad74e950d4de1e0
1

※12/23日時点

富士フイルムシステムサービスからの
本災害での支援支援内容

・システム操作研修（現地/オンライン）
・研修動画コンテンツ提供
・現地調査の同行（一次・二次調査）
・現場の業務状況ヒアリング
・相談コールセンター設置

12月8日
9日

10日
12日

青森県東方沖で最大震度6強の地震発生
青森県庁/北海道庁/被災自治体への状況確認
当社内での情報収集開始
システム構築開始
八戸市へ支援の申入れ
現地での支援開始
動画コンテンツ提供/コールセンター設置

【災害対応経過】
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FUJIFILM Holdings Corporation

新_防災・減災DXソリューションの全体像

この度、福島市と共同開発をした「被災者支援ソリューション（生活再建支援ナビ）」も選択可能となり、罹災証明書
の申請受付・発行から被災者支援までの情報を一元管理することがより容易になりました。
災害時における一連の対応業務を効率化し、被災された住民の皆様の早期生活再建に貢献します。

被災者台帳に加え、住民＆職員の負担を軽減する生活再建支援手続きを

発災後居所

支援申請書
通知

支援申請

支援手続き
生活再建支援ナビ 生

活
再
建

住民世
帯

担当職員 担当職員

発行手続き

支援

〒

クラウド型被災者支援システム連携

交付
・郵送

交付フェーズ 支援フェーズ

被災者支援ソリューション
被災者支援業務における削減効果（福島県福島市）
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